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三洋化成工業株式会社

１.経営成績

（１）連結売上高は、販売量の減少などにより、前期比１５４億円減（８．８％減）の１，５９５億円とな

　　　りました。

（２）利益面では、販売量の減少や新基幹システム稼働に伴う減価償却費の増加などにより、連結営業利益

　　　は前期比３２億円減（３９．８％減）の４８億円となりました。連結経常利益は前期比１７億円減

　　　（１７．５％減）の８１億円となりました。親会社株主に帰属する当期純損失は子会社による減損損

　　　失の計上や高吸水性樹脂事業及び中国における生産事業からの撤退に係る損失（事業構造改革費用）

　　　の計上などにより８５億円の赤字（前期は５６億円の利益）となりました。　

（単位：億円）

3/25公表

'24年3月期

増減 伸び率(%) 業績予想

１,７４９ １,５９５ △１５４ △８.８ １,６００

  ８１   ４８ △３２ △３９.８ ５５

  ９９   ８１ △１７ △１７.５ ９５

  ５６ △８５ △１４１ － △７５

３.９ △６.０ △９.９ － －

２.セグメント別連結売上高
（単位：億円）

売上高 構成比(%) 売上高 構成比(%) 増減 伸び率(%)

生 活 ・ 健 康 産 業 関 連   ５７０ ３２.６   ４５８ ２８.７ △１１１ △１９.６

石 油 ・ 輸 送 機 産 業 関 連   ４８２ ２７.６   ５０４ ３１.６ ２１ ４.６

ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ・繊維産業関連   ２８１ １６.１   ２５２ １５.８ △２９ △１０.４

情報・電気電子産業関連   ２３１ １３.２   ２２８ １４.３ △２ △１.３

環 境 ・ 住 設 産 業 関 連 他   １８２ １０.４   １５０ ９.４ △３２ △１７.８

合　　　　計 １,７４９ １００.０ １,５９５ １００.０ △１５４ △８.８

３.セグメント別連結営業利益

（単位：億円）

増減 伸び率(%)

生 活 ・ 健 康 産 業 関 連 ０.２ △１４.２ △１４.４ －

石 油 ･ 輸 送 機 産 業 関 連 ２９.３ ２８.１ △１.１ △４.０

ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ・繊維産業関連 ２７.８ ２３.６ △４.１ △１４.９

情報・電気電子産業関連 ２５.０ １８.３ △６.７ △２７.０

環 境 ・ 住 設 産 業 関 連 他 １３.７ ５.３ △８.３ △６０.７

全 社 費 用 （ ※ ） △１５.０ △１２.５ ２.５ －

合　　　　計 ８１.２ ４８.８ △３２.３ △３９.８

※全社費用は、各報告セグメントに帰属しない新規事業に係る研究開発費等です。

前期比

　親会社株主に帰属する当期純利益

　売　　　 上 　　　高

　営　　業　　利　　益

　経　　常　　利　　益

'23年3月期

'23年3月期 '24年3月期
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４．連結営業利益の増減分析（前期比）

#

５．連結海外売上高の推移

６．配当の状況

 ２０２４年３月期の期末配当は、３月２５日に公表の通り１株当たり８５円（年間１７０円）とさせていた

だくこととしました。また、次期の中間配当および期末配当は、前期（期末配当）の１株当たり８５円を据え

置く予定としております。

１株当たり配当金（円） 配当性向

中間 （連結）

２０２１年３月期 ７０.０

２０２２年３月期 ８５.０

２０２３年３月期 ８５.０

２０２４年３月期 ８５.０

８５.０

７．２０２５年３月期業績予想（連結）

 ２０２５年３月期の連結業績については、売上高１，４５０億円、営業利益８０億円、経常利益９５億円、

親会社株主に帰属する当期純利益２５億円を見込んでおります。

（単位：億円）

１,４５０

８０

９５

２５

１．８％

<業績予想の前提条件> 為替レート：１５０円/＄、国産ナフサ価格：７６千円/KL

Ｒ　Ｏ　Ｅ　（％） 7.8ﾎﾟｲﾝﾄ －

前期比

△  ９.１

６３.７

１６.０

－

売　　上　　高

営　業　利　益

経　常　利　益

親会社株主に帰属する当期純利益

増減 伸び率(％)

１７０.０

年間期末

－

５６.０％

４５.４％８０.０

８５.０ １７０.０

１５０.０

８５.０

８５.０

１７０.０

６６.０％

２０２５年３月期（予想）

１１０

８５.０ １７０.０

'25年3月期

△  １４５

３１

１３

１５０.２％
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８．主な設備投資と減価償却費

（１）設備投資額（検収ベース）、減価償却費の推移

　（単位：億円）

'24年3月期
'25年3月期
（予定）

 設備投資額 ８６ ９９

 減価償却費 １０６ ９６

（２）主な設備投資（検収ベース）

(単位:億円)

投資アイテム 総投資額
'22年
3月期
以前

'23年
3月期

'24年
3月期

'25年
3月期
以降

６７ ２８ ２７ １２ -

４ -     １ ３ -

５ -     ０ ０ ５

炭素繊維用薬剤製造設備 ６ -     ０ ４ ２

ｻﾝﾉﾌﾟｺ 高機能分散剤製造設備 ４ -     -     ２ ２

ｻﾝﾖｰｶｾｲ（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ） 界面活性剤製造設備 １７ 1     ８ ８ -

９．トピックス

（１）化粧品ブランドを立上げ中国での販売にチャレンジ

　当社は化粧品業界向けの事業を強化するため、２０１８年５月に全社横断型の社長直轄プロジェクト

『Sanyo Skin Coffret』プロジェクトをスタートさせました。当社保有技術の市場優位性を確認すると

ともに、市場トレンド・ニーズを独自に翻訳し、必要に応じて技術の融合・強化、さらには新規技術を

導入することにより、保湿や乳化などといった機能に加え、官能面での提案など、総合的に魅力的なソ

リューション（素材・処方）の提案に努めてまいりました。

　こうした成果を得て『Sanyo Skin Coffret』プロジェクトを発展的に解散させ、この１０月にBeauty 

& Personal Care部を新設しました。当部では、パーソナルケア事業の育成や新しい高付加価値化粧品原

料の市場開拓を推進するとともに、化粧品ブランドを立上げて中国での販売事業にチャレンジします。

この事業では、当社がスポンサー契約をしている女子プロゴルファーの石姉妹を化粧品ブランドの使用

モデルとして、インフルエンサーに起用します。

　当社は引き続き、化粧品分野で今までにない新しい価値の創出に貢献していきます。

=ROUNDDOWN(RC[10],0)

（２）｢新医療機器｣かつ｢高度管理医療機器（クラスⅣ）｣に分類される日本発の医療機器が欧州のCE=ROUNDDOWN(RC[10],0)

      マーキング取得 =ROUNDDOWN(RC[10],0)
=ROUNDDOWN(RC[10],0)

　当社が製造し、医療機器メーカーのテルモ（株）が販売する中心循環系非吸収性局所止血剤「マツダ０

イト（ペットネーム：Hydrofit （ハイドロフィット））」の海外展開を本格化します。海外向け販売名０

｢AQUABRID ｣として、EU全域で流通が可能となるCEマーキングを本年７月２９日付で取得し、１０月より

テルモヨーロッパ社が欧州での販売を開始しました。

　AQUABRID のCEマーキング取得は、当社のバイオ・メディカル事業の海外展開に重要なマイルストーン

となります。本取得により、AQUABRID は欧州市場での販売が可能となっただけでなく一部の中東やアジ

ア等、EU加盟国以外の地域での薬事申請も行いやすくなります。これを機に、当社はバイオ・メディカ

ル事業の海外展開を本格化し、国内だけでなく、海外においても医療の発展と人々の健やかな暮らしの

実現に貢献してまいります。

（３）一般財団法人三洋化成社会貢献財団を設立

　当社は２０１９年１１月に創立７０周年を迎えるに当たり、次世代人材の育成支援および環境保全、

芸術・文化等の分野における社会貢献の支援を目的として一般財団法人三洋化成社会貢献財団を設立し

ました。

　当財団は、長期的かつ継続的に、幅広く社会に貢献するため、日本全国および海外諸国・地域におい

て、｢化学を中心とした学術振興への支援｣、｢人材育成の支援｣、｢京都を中心とした芸術・文化等の保護

ｱﾙﾐ電解ｺﾝﾃﾞﾝｻ用電解液製造設備（STEP2）

ｱﾙﾐ電解ｺﾝﾃﾞﾝｻ用電解液製造設備（STEP1） 2023年11月

単体

連　結

稼働時期

新基幹業務システム

2024年5月

2023年4月

2025年4月

2024年8月

2026年4月
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９.トピックス 

（１）高吸水性樹脂事業からの撤退 

当社は、2023 年度より始動した『新中期経営計画 2025』における構造改革の一環として、

高吸水性樹脂（SAP）事業からの撤退を決議いたしました。1978 年に世界で初めてとなる 

SAP の商業生産を開始して以降、順次、生産能力を拡大し、高品質の SAP を安定的に供給

することを通じて、アジアにおける紙おむつ市場の拡大と QOL（生活の質）の向上へ貢献

をしてまいりました。しかしながら、近年では、市場拡大に伴い、新たな競合メーカーの

参入が相次いだことにより供給過剰となり、SAP 市場の競争環境が厳しくなってきました。

また、新規参入メーカーの技術レベルが向上してきたことにより、品質による差別化を訴

求することが困難な汎用製品となったことで、SAP 事業の収益性が悪化しており、今後と

も競争環境の改善は見込むことが困難であると判断しました。このような背景から、この

事業に関連する連結子会社である SDP グローバル株式会社、および SDP グローバル(マレー

シア)SDN.BHD.につきましては、解散の手続きを行うこととし、三大雅精細化学品（南通）

有限公司につきましては、事業売却の検討を開始しました。本事業撤退を含む構造改革に

より、今後はカーボンニュートラル及び QOL の向上へ貢献ができる成長事業へ経営資源を

集中し、基盤事業の改革と展開、及び新規事業創出の両輪を着実に遂行することにより、

2025 年度営業利益 150 億円を目指してまいります。 

（２）シルクエラスチンの開発について 

当社は、生体組織の修復・再生のための足場として高い可能性がある機能性タンパク質

シルクエラスチンを開発しており、産学共同で患者自身の自然治癒力を高める新しい治療

法の確立に取り組んでいます。京都大学とは糖尿病性皮膚潰瘍など難治性の慢性創傷に対

する治癒材を共同開発しています。企業治験を終えて、2024 年度内に製造販売の承認取得

を予定しています。また、広島大学とは、変形性膝関節症などの原因となる半月板損傷の

治療に用いる再生材料の共同開発を進めており、2024 年度に企業治験を開始し、2027 年度

の販売を目指しています。その他の部位への適用に向けた研究も大学などで進めており、

QOL の向上へ貢献してまいります。 

（３）匂いセンサー「FlavoTone」の販売開始 

当社は複雑で多様な匂いを可視化することができる匂いセンサー「FlavoTone」の販売

を開始しました。「FlavoTone」は、特定の匂いだけでなく複雑な匂いの可視化ができるた

め、匂いによる品質管理、特性比較、モニタリングといったソリューションを提供するこ

とが可能となります。また、レンタルや受託分析、個別の課題に対するソリューション提

案などのサービス提供も開始しました。サンプルから発生する匂いを測定する卓上機とは

異なり、部屋の中など比較的広い空間で起こる匂いの変化を捉え、その状態を識別するこ
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とを測定用途とした小型機でもって対応できる臭気の拡張へ向けた開発を進めています。

当社は多様化する消費者ニーズや、複雑化する社会課題に対し、顧客との共創を通じて、

より良い社会インフラづくりに貢献してまいります。 

（４）ペプチド農業の開発について  

農業分野の課題に応えるソリューションとして、連携協定を締結している宮崎県新富町

でペプチド農業の実証に取り組んでいます。トマトやキュウリなどを栽培する過程で、植

物由来成分を豊富に含んだバイオスティミュラント資材を付与することで、植物本来の力

を引き出し、収穫量および品質が向上する結果が得られています。今年３月に肥料登録が

完了しており、現在は販売開始に向けた準備を進めています。まずは、新富町の提携農家

に実地で使用頂いて実績化を図り、その後、全国展開し、持続可能な農業への貢献を目指

してまいります。 
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